
水素ステーション整備事業費補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１ 県は，県内における水素エネルギーの利活用の推進を図るため，水素ステーションを設置

する者に対し，予算の範囲内において水素ステーション整備事業費補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規

則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において，次の各号における用語の定義は，当該各号に定めるところによる。 

（１）燃料電池自動車 燃料電池を搭載し，水素を燃料電池の燃料として用いる自動車登録番号

標又は車両番号標の交付を受けた自動車，又は市区町村の条例で付すべき旨を定められてい

る標識を取り付けている小型特殊自動車，原動機付自転車 

（２）商用水素ステーション 商用を目的として，燃料電池自動車に燃料として水素を供給する

定置式の施設 

（３）国補助金 国が一般社団法人次世代自動車振興センターを通じて実施する燃料電池自動車

用水素供給設備設置補助事業に係る補助金 

（４）障壁 商用水素ステーション内外で発生した事故等の影響が敷地境界内外に及ぶことを防

止するために整備する壁 

 

 （補助対象事業） 

第３ 補助金の交付の対象となる事業は，別表１に掲げる水素供給能力を有する商用水素ステー

ションを県内に整備する事業であって，別表２に定める要件を満たすものとする。 

 

 （補助対象者） 

第４ 補助金の交付対象者は，前項の補助事業を実施する個人事業者又は法人（国，独立行政法

人，地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）であって，次に定める要件を満たすものとす

る。 

（１）国補助金の対象となる商用水素ステーションを整備する者であること。 

（２）補助事業について国補助金の交付決定を受けていること。 

２ 商用水素ステーション内に障壁を整備する事業においては，前号の交付決定を２者以上の連 

 名で受けている場合，交付決定を受けた者に含まれる１者以上であること。 

 

 （補助対象経費） 

第５ 補助金の交付の対象となる経費は，商用水素ステーションの整備に要する経費のうち，別

表３に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）とする。ただし，消費税及び地方消費税を

除く。 

２ 補助対象経費に自社製品の調達又は関係会社からの調達分（工事等を含む。）がある場合は，

利益等を除いた経費を補助対象経費とする。ただし，一般の競争の結果最低価格であった場合，

又は申請時において利益等の額が明らかでないものについては，この限りではない。 

 

 

 



 （補助金の額等） 

第６ 補助金の交付額は，次の各号により算定した額の合計額とする。ただし，補助金の交付額

に千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとし，同一施設への補助上限額は 

１．２５億円とする。 

（１）水素供給設備整備事業費 

補助対象経費のうち，別表３の１に掲げる，国補助金の補助対象経費と同一の経費の合

計額に１／４を乗じた額。 

（２）障壁整備事業費 

補助対象経費のうち，別表３の２に掲げる，障壁の整備に要する経費に１／２を乗じた

額。ただし，１．２５億円と前号により算出された額の差額を上限とする。 

 

 （交付の申請） 

第７ 規則第３条第１項の補助金交付申請書の様式は様式第１号及び様式第２号によるものとし，

その提出期限は，知事が別に定める日とする。 

２ 規則第３条第２項の補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，別表４のとおりと 

する。 

 

 （交付の条件） 

第８ 規則第５条の規定により付する条件は，次の各号のとおりとする。 

（１） 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分（別表３に定める経費ごとの配

分額をいう。）の変更をする場合においては，様式第３号により知事の承認を受けること。

ただし，次に掲げる軽微な変更については，この限りでない。 

   イ 申請のあった補助事業の目的や効果に影響しない範囲での仕様等の変更 

   ロ 補助対象経費の総額の２０％以内の減少 

   ハ 補助事業に要する経費の配分の流用に伴う増減（ただし，設備機器費又は設備工事費 

が，変更前の配分額から２０％を超えて流用する場合を除く。） 

（２） 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，様式第４号により知事の承認を受け

ること。 

（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合にお

いては，速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４） 補助事業者が次のいずれかに該当する場合には，交付決定を取り消し，補助金の返還を

命じることがあること。 

イ 補助事業に関して，虚偽の申請等の不正，報告の遅延等の怠慢その他不適当な行為を 

したとき。 

ロ 暴力団排除に関する誓約事項に違反したとき。 

ハ 知事の承認を受けずに，補助事業により取得し，又は効用の増加した機械等（以下「財 

産」という。）の利用を中止し，又は交付の目的に反して処分したとき。 

（５） 補助対象施設の完成後は，燃料電池自動車への水素の安定した供給に努めるほか，自ら

水素エネルギーの普及啓発を行うとともに，県が行う水素エネルギーの普及啓発施策に協

力すること。 

（６） 補助対象施設の完成後は，災害発生時において，県の要請に基づき，水素の供給その他

の県が行う災害対応業務に協力すること。 

 



 （実績報告） 

第９ 補助事業者は，補助事業の完了日から起算して３０日以内の日又は令和４年４月２０日の

いずれか早い日までに，規則第１２条第１項の補助事業実績報告書を提出するものとする。 

２ 前項の補助事業実績報告書の様式は，様式第５号及び様式第６号によるものとし，添付書類

は，別表５のとおりとする。 

 

 （補助金の交付） 

第１０ 補助金は，規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。 

 

 （財産の処分の制限） 

第１１ 規則第２１条第２号及び第３号の規定により処分の制限を受ける財産は，１件当たりの

取得価格又は効用の増加額が５０万円以上のものとする。 

２ 規則第２１条の規定による財産処分承認申請書の様式は，様式第７号によるものとする。 

３ 規則第２１条ただし書の規定により財産の処分を制限する期間は，別表６のとおりとする。 

 

 （書類の提出） 

第１２ この要綱により知事に提出する書類の部数は各１部とし，環境生活部再生可能エネルギ

ー室に提出するものとする。 

 

 （その他） 

第１３ この要綱に定めるもののほか，補助金の交付等に関して必要な事項は，知事が別に定め

るものとする。 

 

附 則 

 この要綱は，令和２年４月２７日から施行し，令和２年度予算に係る当該補助金に適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和３年４月１４日から施行し，令和３年度予算に係る当該補助金に適用する。 

 

 

別表１（第３関係） 

項目 能力等 

水素供給方式 オフサイト方式 

充填能力 ３００Ｎ㎥／ｈ以上 

その他 ７０ＭＰａの燃料電池自動車に適正な方法で

５ｋｇの水素を３分程度で充填可能な能力を

有するものであること。 

 

 

 

 

 

 



別表２（第３関係） 

１ 事業計画の具体性 

（１）水素ステーションの整備スケジュールが明確で，当該年度内に事業が完了する計画で 

あること。ただし，国補助金において翌年度に事業が完了する計画が承認され，交付 

決定を受けている場合は，この限りでない。 

（２）水素ステーションの整備用地について，関係者との事前協議等を行うなど，具体的な 

候補地が定まっていること 。 

２ 実施体制 

（１）水素ステーションの整備事業を的確に遂行するに足りる十分な体制が確保されている 

こと。 

（２）水素ステーションの運営について，安定的な運営が可能な体制が確保されていること。 

 

別表３（第５及び第６関係） 

補助対象経費 

１ 水素供給設備整備事業費（国補助金の補助対象経費と同一の経費） 

（１）設備機器費（水素供給設備一式） 

   水素供給設備整備事業の実施に必要な設備に要する経費 

（２）設計費 

水素供給設備整備事業の実施に必要な設計に要する経費（官公庁への申請に係る経費 

を含む。） 

（３）設備工事費 

水素供給設備整備事業の実施に必要な工事に要する経費 

（４）工事負担金 

   水素供給設備整備事業の実施に必要な工事負担に要する経費 

（５）経費・管理費 

水素供給設備整備事業の実施に必要な仮設・現場・管理に要する経費 

２ 障壁整備事業費 

   補助事業に必要な経費のうち上記１を除く周辺環境の保全に資する障壁の整備に要す 

る経費 

（１）設計費 

障壁の整備に必要な設計に要する経費（官公庁への申請に係る経費を含む。） 

（２）設備工事費 

障壁の整備に必要な工事に要する経費 

（３）経費・管理費 

障壁の整備に必要な仮設・現場・管理に要する経費 

 

別表４（第７関係） 

補助金交付申請書の添付書類 様式等 

県税に未納がないことの証明書  

暴力団排除に関する誓約書 別紙１ 

法人の場合（連名を含む）：登記簿謄本，現在事項全部証明書又は履歴事項全 

部証明書（発行から３か月以内のもの，写し） 

 



個人の場合（連名を含む）：運転免許証，写真付き住民基本台帳カード，パス 

ポートのいずれか（写し） 

法人の場合（連名を含む）：財務諸表（直近２か年分） 

個人の場合（連名を含む）：確定申告書Ｂ（直近２か年分），銀行の当座預金 

開設に関する証明書のいずれか（発行から３か月 

以内のもの，写し） 

 

申請する施設に係る設備の仕様書  

補助対象設備積算書 別紙２ 

対象施設の計画図面  

資金調達計画書 別紙３ 

周辺地図  

水素ステーション整備事業実施体制図  

水素ステーション運営体制図  

経済産業大臣が定めた「燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーシ

ョン整備事業費補助金交付要綱（平成２５年５月１５日付け２０１３０４２

６財資第１号）」に規定する「燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステー

ション整備事業費補助金（燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業）交

付規程」に基づき，一般社団法人次世代自動車振興センターへ申請した当該

補助金交付申請書一式及び交付決定通知書の写し 

 

 

別表５（第１０関係） 

補助事業実績報告書の添付書類 様式等 

請求書及び請求明細書（写し）  

納品書及び納品明細書（写し）  

領収書又は金融機関発行の振込証（写し）  

補助対象設備明細書 別紙４ 

取得財産等管理台帳 別紙５ 

取得した設備の写真 別紙５ 

一般高圧ガス保安規則第３１条第２項に規定する製造施設完成検査証（写し）

※ 

 

完成図書  

工程表  

経済産業大臣が定めた「燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーシ

ョン整備事業費補助金交付要綱（平成２５年５月１５日付け２０１３０４２

６財資第１号）」に規定する「燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステー

ション整備事業費補助金（燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業）交

付規程」に基づき，一般社団法人次世代自動車振興センターから収受した当

該補助金確定通知書の写し※ 

 

補助金交付請求書 別紙６，７ 

（注）添付書類のうち※は様式第５号にのみ添付するものとする。 

 

 



別表６（第１２関係） 

取得財産等 処分制限期間 

水素供給設備整

備事業における

設備機器（水素

供給設備一式） 

受電設備，原料ガス設備，水素製造装置，  

液化水素貯槽・気化器，水素輸送用設備・接続装置， 

圧縮機，蓄圧器，ディスペンサー，プレクーラー， 

冷却水装置，計装空気設備・窒素設備，  

散水設備・貯水槽，制御・監視・検知警報設備等， 

その他水素を燃料として燃料電池自動車に供給するた

めに必要な設備  

８年 

水素供給設備整

備事業における

工事負担金 

敷地外の中圧ガス本支管工事に関する負担金， 

給水配管・排水配管工事に関する負担金， 

電気の供給設備に関する工事費負担金 

[無形固定資産で全額償却（定額）]  

１５年 

障壁整備事業 障壁 ８年 

 （注２）この表に定める財産以外のものの処分制限期間については，減価償却資産の耐用年数

等に関する法律（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間によるものとする。 


